退職金規程

（退職金規程）

第１条　この規程は、就業規則第○条に基づき、職員の退職金に関する事項を定める。

（適用範囲）

第２条　この規程は、就業規則第３条第１号に定める職員に適用する。

（支給要件）

第３条　退職金は勤続満○年以上の従業員が退職したときに支給する。

（支　給　額）

第４条　退職金は次のとおりとする。

(1) 普通退職した場合

    退職時の基本給に勤続年数に応じた別表（退職金支給率表）Ａ欄の乗率を乗じて算出した金額

(2) 定年退職した場合及び死亡、廃疾により退職した場合

　  退職時の基本給に、勤続年数に応じた別表（退職金支給率表）Ｂ欄の乗率を乗じて算出した金額

（特別加算）

第５条　次の各号の一に該当するときは、特別加算を行うことがある。

(1) 疾病傷害により退職したもの。

(2) 在職中特別の功労があったもの。

(3) 退職事情により特に必要と認めたもの。

（支給制限）

第６条　懲戒解雇された職員は、原則として退職金を支給しない。

（勤続年数の計算）

第７条　勤続年数の計算は次のとおりとする。

(1) 勤続年数は従業員として採用された日から退職の日までとする。

　なお、試用期間があるときは、勤続年数に通算する。

(2) 就業規則第○条に定める休職期間は、勤続年数に通算する。

(3) 勤続年数の計算は、１カ年に満たない月数は月割で計算し、１カ月に満たない日数は１カ年に繰り上げる。

(4) 月割計算の方法は、端数月を１カ年に繰り上げた勤続年数に応ずる額と端数月を切り捨てた勤続年数に応ずる額との差額の１２分の１を１カ月分として計算する。

（端数の取扱）

第８条　退職金の算出金額に○○○円未満の端数があるときは、○○○円に繰り上げる。

（支給時期）

第９条　退職金は、退職の日から原則として○週間以内に支給する。

（受給順位）

第１０条　この規程により退職金を受け取るべき本人が死亡した場合の受取人の順位は、労働基準法施行規則第○条ないし第○条の定めによる。

付　　　則

（施行期日）

　この規程は、令和○○年○月○日から施行する。

〔別表〕　　　　　　　　　退職金支給率表（例示）
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